別記　様式１

　　年　　月　　日　

　東京都知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　団体等（代表企業等）の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　団体等（代表企業等）の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

課題解決型雇用環境整備事業　事業計画書
課題解決型雇用環境整備事業に係る事業計画を策定したので、課題解決型雇用環境整備事業実施要綱第４条第２項の規定に基づき、下記のとおり提出します。

記

１　事業名

２　事業実施期間

　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

３　事業総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　事業の要約

	※様式３「事業内容説明書」の事業の概要を要約してください。（300字程度）　

　※本欄は採択となった場合、公開（都ホームページ等掲載）の対象となります。




様式２－１（中小企業団体等（※１）用）
代表団体等の概要

	名称
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	設立根拠法令
	

	代表者の役職及び氏名
	　

	団体の構成員資格
	

	団体の構成員数
	　　　　　　　

	出資金額（円）
	

	連絡担当者
	住所


	

	
	ＴＥＬ/ＦＡＸ


	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ


	

	主な事業内容
	

	雇用環境整備等に係る過去の取組
	※　応募者が既に行ってきた雇用環境整備及び若年者の就業推進や職場定着に関する取組があれば記載してください。




※１　中小企業団体、中小企業団体中央会、商工会、商工会連合会及び商工会議所等の団体等が代表となり事業を実施する場合に記載すること。
※２　添付書類として、定款、登記簿謄本の写し、直近２期分の決算報告書類一式及び直近の納税証明書その他代表団体等の概況を説明する書類を提出すること。
様式２－２（中小企業グループ（※１）用）
代表中小企業等の概要

	名称
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	設立根拠法令
	

	代表者の役職及び氏名
	　

	従業員数
	

	資本金額　（円）
	　

	業種（※２）
	

	連絡担当者
	住所

	

	
	ＴＥＬ/ＦＡＸ


	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ


	

	主な事業内容
	

	雇用環境整備等に係る過去の取組
	※　応募者が既に行ってきた雇用環境整備及び若年者の就業推進や職場定着に関する取組があれば記載してください。




※１　中小企業等が２社以上集まり、事業を実施する場合に、代表の中小企業等を記載すること。
※２　業種は、日本標準産業分類(中分類)を記載すること。
※３　添付書類として、定款、登記簿謄本の写し、直近２期分の決算報告書類一式及び直近の納税証明書その他代表中小企業等の概況を説明する書類を提出すること。
様式３
事業内容説明書

１　全体計画

（１）事業実施団体
	①実施主体及び実施規模
	実施主体：　　　　　　　　　　　　
実施規模：　　　　　　　　　　　　　社

	②事業を共同して行う団体等及び中小企業等の概要（※１）

	名称
	住所
	従業員数
	資本金（円）　

（※２）
	業種

（※３）
	事業概要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　事業を共同して行う団体等及び中小企業等の数だけ枠を追加して記載すること。（数が多い場合等、別途任意様式による提出可）
※２　事業を共同して行う中小企業等を記載した場合に記載すること。
※３　業種は、日本標準産業分類(中分類)を記載すること。
（２）実施時期、事業の概要
	実施時期
	　 年　　 月　  日から　　年　 　月  　 日まで

	概　要

※　どのような事業を、どのような方法で、どれくらいの規模で実施するのかについて、時期や数字等を含めてできるだけ具体的に記載してください（次欄以降の各記載欄も同様です。）。



（３）事業の実施・評価体制

	①実施体制

	※　体系図等、組織体制や人員体制等、どのように事業全体を統括・管理し、実施していくのかできるだけ具体的に記載してください。

※　事業を共同で行う団体との体制や役割分担、どのように連携を図るかについても記載してください。



	②目標に対する評価体制

	※　共同して事業を行う団体等を含め、事業の目標に対しどのような評価体制をとるかを記載してください。




（４）課題、目的・目標

	①業界（事業を共同して行う団体・グループ等内）における課題

	※　団体等に共通する課題を踏まえ、今回この事業に取り組もうと思った背景や事業を行うことが求められる理由を記載してください。
〈雇用環境整備事業〉

〈若年者の就業推進・職場定着事業〉

	②目的・目標

	※　上記①の課題に対応するよう、今回の事業で何を目指し何を実現するのか等を明確に記載してください。また、達成しようと考えている指標（例　年次有給休暇取得率、若年者採用計画数等）があれば、その目標数値を記載してください。
〈雇用環境整備事業〉

〈若年者の就業推進・職場定着事業〉




（５）事業実施により見込まれる効果、事業の将来的な発展性

	①実施企業の従業員へ見込まれる効果

	〈雇用環境整備事業〉

〈若年者の就業推進・職場定着事業〉


	②業績等へ見込まれる効果

	〈雇用環境整備事業〉

〈若年者の就業推進・職場定着事業〉


	③団体、業界等への波及性

	〈雇用環境整備事業〉

〈若年者の就業推進・職場定着事業〉



２－１　雇用環境整備　事業の計画
　　個別事業ごとにできるだけ具体的に記述してください。

	①個別事業名
	

	②事業内容の詳細
	※　事業の詳細について時期や数字等を含めてできるだけ具体的に記載してください（事業内容に応じ、必要であれば以下の項目以外にも適宜追加し、内容を記載してください。）。

１．実施時期

　　　　 年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日　
２．実施中小企業等
※　個別事業ごとに取組を行う企業が異なる場合があるため、実際に個別事業を実施する団体等の名称を記載してください。
３．実施体制

※　社内体制の他に、社外の専門家等を活用する場合にも記載してください。
４．取組内容・方法


	③目標
	※　今回の事業で達成しようと考えている指標（例　年次有給休暇取得率・育児休業取得率等）と、その目標数値を記載してください。


※　当ページは、提案事業が複数の個別事業により構成される場合において記載してください。その際、個別事業数分、当ページを作成してください。

２－２　若年者の就業推進・職場定着　事業の計画
　　個別事業ごとにできるだけ具体的に記述してください。

	①個別事業名
	

	②事業内容の詳細
	※　事業の詳細について時期や数字等を含めてできるだけ具体的に記載してください（事業内容に応じ、必要であれば以下の項目以外にも適宜追加し、内容を記載してください）。

１．実施時期

　　　　 年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日
２．実施中小企業等

※　個別事業ごとに取組を行う企業が異なる場合があるため、実際に個別事業を実施する団体等の名称を記載してください。
３．実施体制

※　社内体制の他に、社外の専門家等を活用する場合にも記載してください。
４．取組内容・方法


	③目標
	※　今回の事業で達成しようと考えている指標（例　新卒者採用計画数・入社３年以内職員の離職率）と、その目標数値を記載してください。


※　当ページは、提案事業が複数の個別事業により構成される場合において記載してください。その際、個別事業数分、当ページを作成してください。
様式３－１　　　　　　　　　　　　　　　雇用環境整備　事業実施計画（スケジュール）

　雇用環境整備の事業計画について、個別事業ごとに実施時期を記載してください。

実施年度：　　　　年度
	個別事業名
	４～６月
	７月～９月
	１０月～１２月
	１月～３月

	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	
	
	　　　　　
	
	

	
	
	
	
	


※　個別事業数分、枠を追加してください。

※　２ヵ年度事業として応募される事業は、実施年度ごとに別に作成してください。

様式３－２　　　　　　　　　　　　若年者の就業推進・職場定着　事業実施計画（スケジュール）

　若年者の就業推進・職場定着の事業計画について、個別事業ごとに実施時期を記載してください。

実施年度：　　　　年度
	個別事業名
	４～６月
	７月～９月
	１０月～１２月
	１月～３月

	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	
	
	　　　　　
	
	

	
	
	
	
	


※　個別事業数分、枠を追加してください。
※　２ヵ年度事業として応募される事業は、実施年度ごとに別に作成してください。

様式４
経費配分書
１　事業全体

（単位：円）

	
	補助事業に要する経費
	内訳
	備考

	
	
	雇用環境整備
	若年者の

就業推進

・職場定着
	

	年度
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


２－１　個別事業別（雇用環境整備事業）

　
実施年度：　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	個別事業名
	補助対象経費の

科目
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	備考

	○○事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	

	○○事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


※　個別事業分、枠を追加してください。

※　２ヵ年度事業として応募される事業は、実施年度ごとに別にして作成してください。
※　課題解決型雇用環境整備事業費補助金交付要綱第５条に基づき、補助率は２／３となります。
※　補助対象経費の科目については、別表を御参照ください。

２－２　個別事業別（若年者の就業推進・職場定着事業）

　

実施年度：　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	個別事業名
	補助対象経費の

科目
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	備考

	○○事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	

	○○事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


※　個別事業分、枠を追加してください。

※　２ヵ年度事業として応募される事業は、実施年度ごとに別にして作成してください。

※　課題解決型雇用環境整備事業費補助金交付要綱第５条に基づき、補助率は２／３となります。

※　補助対象経費の科目については、別表を御参照ください。

別表

補助対象経費の科目

	科　目
	内訳

	報償費
	業務見直し、各種制度導入等に係るコンサルティング経費

セミナー・研修会及び講演会等講師謝礼

就業規則の策定経費　等

	人件費
	臨時職員・事務局職員・相談員等の賃金（ただし、専従職員に限る。）

※賃金の総支給額から法定福利費及び所得税等の控除額を除いた差引支給額とする。

	旅費
	国内出張旅費（日当・雑費は除く。）

※セミナー・研修会及び講演会等講師、補助事業専任者の出張費に限る

	消耗品費
	会議費（飲食費は除く。）

事務用消耗品、図書類、作業服等１０万円未満の物品

	印刷製本費
	就業規則、各種制度周知パンフレット、研修用教材等の印刷製本費、写真代等

	役務費
	通信運搬費、筆耕料、速記料、ファミリーデーの実施にかかる賠償責任保険料及び傷害保険料等

	委託費
	従業員ニーズ調査等調査委託費

システム構築等委託費

各種業務委託費

	賃借料
	土地・建物等の借り上げに係る賃貸料

パソコン等機器類のリース料

	修繕料
	建物、工作物、備品等の修理等

	工事請負費
	屋内及び屋外工事

	備品購入費
	什器類、各種事務機器等１０万円以上の物品


